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・決算の概要 

総 括 

 第２次総合計画前期基本計画の最終年度となる令和３年度は、第２次総合計画前期基本計画の必達

と第３次行財政改革大綱による健全財政の確保の両立を図るため、行政経営の重点方針において「快活

の年」と位置付け、当初予算編成では、経常経費の抑制を図る一方で、第２次実施計画に掲げる亀山駅

周辺整備事業や図書館整備事業などを計上し、職員一人ひとりの考動と英知を結集して取り組んでき

ました。 

  そのような中において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止と社会経済活動の両立を目指

して、「市民生活の支援」「地域経済の支援」「感染症対策の充実」等の柱からなる総額約２３億円の

新型コロナウイルス感染症対策「総合対策パッケージ」を取りまとめ、子育て世帯臨時特別給付金、 

住民税非課税世帯臨時特別給付金の給付の実施や、ワクチン接種体制の充実を図るとともに、地方創生

臨時交付金を活用し、販売促進事業者支援「エールチケット」制度の創設、小規模事業者等感染防止 

対策費用の助成、幼稚園・保育所等における衛生対策の実施などを補正予算等により対応しました。 

  また、予算の執行においては、計画的かつ効率的な執行に努めたものの、事業進捗等により、亀山駅

周辺整備事業や図書館整備事業などは、年度内完了が見込めなかったため、次年度へ繰越を行いま  

した。 

  次に、令和３年度決算について、実質収支、財政調整基金の取崩し等を反映した実質単年度収支は、

赤字額が前年度の約５億１千万円から約２億６千万円に減少し、財政指標である経常収支比率は、目標

とする８５％を大きく下回り、前年度より４．９ポイント好転した８０．６％となり、公債費負担比率

は、前年度より０．３ポイント好転した１１．７％となったことから、依然として警戒ラインの１５％

を下回っています。また、実質公債費比率などの健全化判断比率についても、国が定める早期健全化や

財政再生を図るべき基準に対し全て基準内となっています。 

 なお、歳入においては、前年度に比べ市税（約１億５千万円）などが減収となりましたが、地方消費

税交付金（約１億円）や地方交付税（約４億３千万円）、臨時財政対策債（約３億２千万円）が増額と

なり、また、将来の公債費負担に備えるため、減債基金への積立（約３億４千万円）を行った上での  

財政調整基金残高は、前年度と同規模の約２３億８千万円に留まりました。 

 これらのことから、令和３年度決算については、市税収入は減収となったものの、普通交付税や臨時

財政対策債が増額となったことなどにより、一般財源が確保されたことから、各財政指標は前年度に 

比べて好転傾向にあるため、概ね財政の健全化を図ることができたと考えています。 

 一方で、令和４年５月に改訂した長期財政見通しにおいて、令和４年度から令和７年度までの一般 

財源については、横ばい傾向が続くと見込んでおり、今後も、行財政改革大綱の取組項目を着実に実践

することで、持続可能な行財政運営の確立を図っていく必要があります。 

 以下、令和３年度の一般会計における決算の状況について、「令和３年度地方財政状況調査表」（決算

統計）から項目別でみると次のようになります。   
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１．決算収支 

   令和３年度の一般会計歳入決算額は２５１億６，７０９万６千円となり、前年度に比べ２４億  

５，６２２万４千円、８．９％の減、歳出決算額は２３９億４，７３７万２千円で、前年度に比べ  

２７億８７３万９千円、１０．２％の減となった。 

実質収支は１０億９，５００万４千円の黒字であり、前年度に比べ２２．１％の増となった。 

実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は１億９，８０８万６千円の黒字となり、 

単年度収支に実質的な黒字要素（財政調整基金積立金）を加え、赤字要素（財政調整基金取崩し額）

を差し引いた実質単年度収支は、財政調整基金を４億５，９７９万５千円取崩したが、赤字額は前年

度の５億１，１７５万６千円から２億５，９１８万４千円へと減少した。 

                                     （単位：千円） 

 歳入総額 

(A) 

歳出総額 

(B) 

歳入歳出差引(C) 

(A)－(B)  

翌年度に繰越 

すべき財源(D) 

実質収支(E) 

(C)－(D) 

令和３年度 25,167,096 23,947,372 1,219,724 124,720 1,095,004 

令和２年度 27,623,320 26,656,111 967,209 70,291 896,918 

  

 単年度収支 

(Ｆ) 

積 立 金 

(G) 

繰上償還金 

(H) 

積立金取崩し額 

(I) 

実質単年度収支(J) 

(F)+(G)+(H)－(I) 

令和３年度 198,086 2,525 0 459,795 △259,184 

令和２年度 243,167 2,310 0 757,233 △511,756 

  

２．歳  入 

市税の決算額は、９９億９，３３６万７千円で、前年度に比べ１億４，９２６万９千円、１．５％

の減となった。 

その内訳は、個人市民税は２６億６，１１９万６千円で、前年度に比べ５，３０８万５千円、   

２．０％の減となったものの、法人市民税は５億９，５４４万９千円で、前年度に比べ１，３０８

万円、２．２％の増となった。また、固定資産税は５４億８，４０１万９千円で、前年度に比べ    

１億２，０９４万４千円、２．２％の減となった。これは、個人市民税では新型コロナウイルス   

感染症の影響等による減、固定資産税では償却資産が減となったとともに、新型コロナウイルス  

感染症対策における特例措置による減が主な要因となっている。 

地方消費税交付金は、１２億１，５９４万１千円、前年度に比べ１億６８万５千円、９．０％の

増となり、法人事業税交付金１億４，５９９万９千円、前年度に比べ５，１７５万９千円、     

５４．９％の増となった。 

地方特例交付金は、固定資産税の特例措置に伴う財源補てんとして、新型コロナウイルス感染症

対策地方税減収補填特別交付金（１億８３０万３千円）が交付されたことから、前年度に比べ１億

８９７万４千円、１５２．０％の増となった。 

地方交付税は、国税収入の増額補正に伴い、普通交付税における追加交付があったことから、  

２０億６，０８３万円、前年度に比べ４億２，８６５万５千円、２６．３％の増となった。 

分担金及び負担金は、学校給食費公会計化に伴い、給食費負担金を予算化したことにより、２億  

９，１２９万３千円、前年度に比べ１億３，７５１万８千円、８９．４％の増となった。 

国庫支出金は、子育て世帯臨時特別給付金（７億６，１１０万円増）や住民税非課税世帯臨時   

特別給付金に係る補助金（３億４，１８０万円）があったものの、前年度には、市民一人あたり   

１０万円の特別定額給付金給付事業に係る補助金（４９億７，２２５万６千円）があったことから、
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前年度に比べ３７億７，００２万４千円、４２．２％の減となった。 

県支出金は、１３億９，６９６万１千円で、畜産施設等整備事業費補助金（６，１３３万９千円

増）、衆議院議員選挙費委託金（２，６１５万７千円）の増などにより、前年度に比べ６，９５５万

７千円、５．２％の増となった。 

諸収入は５億４，２０７万円で、都市開発資金貸付金（１億５，０００万円）、建物損害共済災害

共済金等（７，０６８万円）などにより、前年度に比べ２億５，８６７万４千円、９１．３％の増

となった。 

市債は、２３億１，１３０万円で、臨時財政対策債（３億１，５２０万円増）、都市計画事業債    

（２億２，７８０万円増）の増などにより、前年度に比べ３億９，８２０万円、２０．８％の増と    

なった。 

 

   ○歳入決算額                             （単位：千円・％） 

    

1 市 税 9,993,367 10,142,636 △ 149,269 △ 1.5

2 地 方 譲 与 税 213,874 209,812 4,062 1.9

3 利 子 割 交 付 金 5,329 7,372 △ 2,043 △ 27.7

4 配 当 割 交 付 金 52,776 34,277 18,499 54.0

5 株式等譲渡所得割交付金 57,445 37,306 20,139 54.0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,215,941 1,115,256 100,685 9.0

7 ゴ ル フ場 利 用 税 交 付 金 106,592 100,987 5,605 5.6

8 自 動 車税 環境 性能 割交 付金 21,894 21,509 385 1.8

9 法 人 事 業 税 交 付 金 145,999 94,240 51,759 54.9

10 地 方 特 例 交 付 金 180,652 71,678 108,974 152.0

11 地 方 交 付 税 2,060,830 1,632,175 428,655 26.3

12 交通安全対策特別交付金 4,815 5,826 △ 1,011 △ 17.4

13 分 担 金 及 び 負 担 金 291,293 153,775 137,518 89.4

14 使 用 料 及 び 手 数 料 246,538 264,203 △ 17,665 △ 6.7

15 国 庫 支 出 金 5,159,121 8,929,145 △ 3,770,024 △ 42.2

16 県 支 出 金 1,396,961 1,327,404 69,557 5.2

17 財 産 収 入 27,160 41,892 △ 14,732 △ 35.2

18 寄 附 金 10,248 3,611 6,637 183.8

19 繰 入 金 605,679 814,892 △ 209,213 △ 25.7

20 繰 越 金 517,209 418,816 98,393 23.5

21 諸 収 入 542,070 283,396 258,674 91.3

22 市 債 2,311,300 1,913,100 398,200 20.8

23 自 動 車 取 得 税 交 付 金 3 12 △ 9 △ 75.0

25,167,096 27,623,320 △ 2,456,224 △ 8.9

令和２年度令和３年度 増減額 増減率

合　　　　　計

　　　　　　　　　　　年　度
　　区　分
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    ○市税の推移 

     

   

市税

9,993,367

39.7%

国庫支出金

5,159,121

20.5%

地方交付税

2,060,830

8.2%
市債

2,311,300

9.2%

県支出金

1,396,961

5.6%

地方消費税交付金

1,215,941

4.8%

その他

3,029,576

12.0%

歳入決算
その他の内訳（千円）

繰入金:605,679

諸収入：542,070

繰越金：517,209

分担金及び負担金：291,293

使用料及び手数料：246,538

地方譲与税：213,874

地方特例交付金：180,652

法人事業税交付金：145,999

ゴルフ場利用税交付金：106,592

株式等譲渡所得割交付金：57,445

配当割交付金：52,776

財産収入:27,160

自動車税環境性能割交付金:21,894

寄附金：10,248

利子割交付金：5,329

交通安全対策特別交付金:4,815

自動車取得税交付金：3

歳入決算

25,167,096

(千円）

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

その他 1,236,280 1,254,989 1,260,613 1,226,683 1,235,293 1,240,144 1,251,738

市民税 3,483,207 3,212,409 3,442,088 3,646,037 3,391,389 3,296,650 3,256,645

固定資産税 5,914,500 5,867,141 5,911,062 6,024,797 5,714,149 5,605,842 5,484,984

市税 10,633,987 10,334,539 10,613,763 10,897,517 10,340,831 10,142,636 9,993,367

5,915 5,867 5,911 6,025 5,714 5,606 5,485 

3,483 3,213 3,442 3,646 
3,392 3,297 3,256

1,236
1,255 

1,261
1,227

1,235 1,240 1,252

10,634 
10,335 

10,614 
10,898 

10,341 10,143 9,993 
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

(

百
万
円
）

(千円) 

sennen

n 



5 
 

３．歳  出 

（１） 目的別歳出 

歳出の目的別決算のうち前年度と比較して増加した主なものの決算額は、民生費８４億   

３，４７８万８千円、１８．１％の増、衛生費２６億３９７万４千円、２３．９％の増、土木費

２８億８，５７６万６千円、２０．６％の増となった。 

民生費は、子育て世帯臨時特別給付金給付事業の増、住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付

事業の増、土木費は、亀山駅周辺整備事業の増、衛生費は、予防衛生事業の増などが主な要因と

なっている。 

一方、減少した主なものの決算額は、総務費２６億６，８８４万７千円、６２．８％の減、    

教育費２９億２，５３７万１千円、１２．６％の減となった。 

総務費は、特別定額給付金給付事業の減、教育費は、ＧＩＧＡスクール構想における小中学校

の全児童生徒への１人１台タブレットの実現を行う情報教育推進事業が減となったことが主な

要因となっている。 

   

○目的別歳出決算額                       （単位：千円・％） 

1 議 会 費 227,159 225,417 1,742 0.8

2 総 務 費 2,668,847 7,166,228 △ 4,497,381 △ 62.8

3 民 生 費 8,434,788 7,140,950 1,293,838 18.1

4 衛 生 費 2,603,974 2,101,855 502,119 23.9

5 労 働 費 22,660 26,480 △ 3,820 △ 14.4

6 農林水産業費 811,536 806,547 4,989 0.6

7 商 工 費 429,631 545,142 △ 115,511 △ 21.2

8 土 木 費 2,885,766 2,393,401 492,365 20.6

9 消 防 費 890,627 1,049,072 △ 158,445 △ 15.1

10 教 育 費 2,925,371 3,346,502 △ 421,131 △ 12.6

11 災 害 復 旧 費 12,576 3,740 8,836 236.3

12 公 債 費 2,034,437 1,850,777 183,660 9.9

23,947,372 26,656,111 △ 2,708,739 △ 10.2合　　計

令和３年度 令和２年度 増減額 増減率
　　　　　　　　　年度
　　　目的
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（２） 性質別歳出 

歳出の性質別決算は、財政の健全性、弾力性などを分析する上で重要であり、前年度に比べて 

みると、次のとおりである。 

① 消費的経費 

消費的経費の決算額は１６６億２，７５４万３千円で、前年度に比べ３４億４，０９５万３千

円、１７．１％の減となった。内訳として、人件費は４，２１６万４千円、０．９％の増、物件費

は３，２７０万２千円、０．８％の増、維持補修費は４，３７２万１千円、６．９％の増、扶助費

は１３億１，４１９万４千円、３４．９％の増、補助費等は４８億７，３７３万４千円、       

７０．８％の減となった。 

主な要因としては、人件費は、会計年度任用職員報酬の増、物件費は、プレミアム付商品券事業

や亀山エール飯チャレンジ事業による消費喚起対策事業が減となったものの、予防衛生事業におけ

る新型コロナウイルスワクチン接種に係る経費や、学校給食費公会計化に伴う賄材料費などにより

増となった。扶助費については、子育て世帯臨時特別給付金給付事業、住民税非課税世帯等臨時  

特別給付金給付事業などにより増となり、また、補助費等は特別定額給付金給付事業の減が主な 

要因となっている。 

  

② 投資的経費 

投資的経費の決算額は、２９億１，２０１万１千円で、前年度に比べて１億７，８７１万７千円、   

６．５％の増となった。内訳として、普通建設事業費のうち補助事業費の決算額は１８億     

２６０万８千円で、前年度に比べ４億２，８６０万６千円、３１．２％の増となった。これは亀山

駅周辺整備事業の増が主な要因となっている。 

一方、単独事業費の決算額は１０億９，６８２万７千円で、前年度に比べ２億５，８７２万５千

円、１９．１％の減となった。この主な要因は、井田川小学校教室増設等事業や緊急防災車両整備

費の減によるものである。 

総務費

2,668,847

11.1%

民生費

8,434,788

35.2%

教育費

2,925,371

12.2%

土木費

2,885,766

12.1%

衛生費

2,603,974

10.9%

公債費

2,034,437

8.5%

消防費

890,627

3.7%

その他

1,503,562

6.3%

歳出決算
その他の内訳（千円）

農林水産業費：811,536

商工費：429,631

議会費：227,159

労働費：22,660

災害復旧費：12,576

歳出決算 

23,947,372 

（千円） 
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③ その他の経費 

消費的経費、投資的経費を除いたその他の経費の決算額は、４４億７８１万８千円となり、前年

度に比べ５億５，３４９万７千円、１４．４％の増となっている。内訳として、公債費は１億    

８，３６６万円、９．９％の増、貸付金は４００万円、１９．０％の減、投資及び出資金は５８４

万１千円、１２０．７％の増、積立金は３億４，９７４万６千円、３０６．６％の増、繰出金は    

１，８２５万円、１．０％の増となっている。 

主な要因としては、積立金は、普通交付税の追加交付分を将来の公債費負担に備えるよう国から

示されたことにより、減債基金へ積立を行ったことなどによる増であり、また、公債費は、亀山駅

周辺２ブロック地区市街地再開発組合に貸付けた都市開発資金貸付金（元金償還金）の増による 

ものである。 

  

○性質別歳出決算額                         （単位：千円・％） 

4,875,513 4,833,349 42,164 0.9

3,988,526 3,955,824 32,702 0.8

673,881 630,160 43,721 6.9

5,080,314 3,766,120 1,314,194 34.9

2,009,309 6,883,043 △ 4,873,734 △ 70.8

16,627,543 20,068,496 △ 3,440,953 △ 17.1

2,899,435 2,729,554 169,881 6.2

（ 補 助 事 業 費 ） 1,797,547 1,374,002 423,545 30.8

（ 単 独 事 業 費 ） 1,101,888 1,355,552 △ 253,664 △ 18.7

12,576 3,740 8,836 236.3

2,912,011 2,733,294 178,717 6.5

2,034,437 1,850,777 183,660 9.9

17,000 21,000 △ 4,000 △ 19.0

10,680 4,839 5,841 120.7

463,812 114,066 349,746 306.6

1,881,889 1,863,639 18,250 1.0

4,407,818 3,854,321 553,497 14.4

23,947,372 26,656,111 △ 2,708,739 △ 10.2

令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

投 資 及 び 出 資 金

　　　　　　　　　　　　　年　　度
　　分　　類

扶 助 費

補 助 費 等

積 立 金

繰 出 金

小 計

合 計

消
費
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

小 計

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

小 計

公 債 費

貸 付 金

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

 

  

４．財政構造指標 

（１）財政力指数 

   財政力指数は、地方公共団体の財政力を示すものであり、一般財源の必要額に対し、市税等の 

一般財源収入額がどの程度確保されているかを表す指数となる。単年度の財政力指数が「１」を  

超えると普通交付税の不交付団体となり、標準的な水準以上の行政を行うことができ、指数が「１」

以下でも「１」に近い団体ほど財源に余裕があるとされているものである。 

   本市においては、平成１７年度から平成２２年度までの６年間は普通交付税の不交付団体で 

あったが、市税の減収等により、平成２３年度から交付団体に移行した。 

令和３年度の財政力指数は、単年度０．８３９、３箇年平均では０．８７１となっている。 
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  ○財政力指数の推移 

 

  

（２）経常収支比率 

   経常収支比率は、「経常的に収入された一般財源」が「経常的経費」にどのくらい充当されて  

いるか、その割合を示したもので、財政構造の弾力性を示す指標であり、比率が低いほど弾力性が

大きいことを示している。一般的には８０％を超えるとその地方公共団体は、弾力性を失いつつ 

あると言われており、本市は８５％以下を目標としている。 

令和３年度の経常収支比率は、前年度から４．９ポイント好転した８０．６％となった。その 

要因としては、「経常的に収入された一般財源」が、普通交付税の増などにより前年度に比べ約  

５億８千万円の増となったことや、臨時財政対策債が、前年度に比べ約３億２千万円の増となった

ことがあげられる。 

  

○経常収支比率の推移 

 

  

  

0.939 0.931 0.911 0.919 
0.902 

0.873 

0.839 

0.964 0.948 0.927

0.920 0.911 0.898 0.871

0.700

0.800

0.900

1.000

1.100

1.200

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

単年度 ３箇年平均

86.9 

89.1 

86.7 86.5 

88.1 

85.5 

80.6 

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

経常収支比率
％ 
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（３）公債費負担比率 

   公債費負担比率は、「公債費に充当された一般財源」の「一般財源総額」に対する割合のことで、

この比率が高いほど、財政構造が硬直化していると言える。一般的に、財政運営上１５％が警戒 

ライン、２０％が危険ラインとされている。 

   令和３年度の公債費負担比率は、前年度から０．３ポイント好転した１１．７％となった。これ

は、「一般財源総額」が普通交付税の増などにより約８億５千万円の増となったことが要因である。 

  

  

 ○公債費負担比率の推移 

 

  

  

５．健全化判断比率 

平成２１年４月に施行された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、実質的な 

赤字や公社・第３セクターを含めた将来負担等に係る指標を算出し、毎年度公表することが義務 

付けられている。 

 具体的には、４つの健全化判断比率（①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、

④将来負担比率）、これに公営企業に区分される水道事業、病院事業、下水道事業などは資金不足

比率を加え、公表することが求められている。 

 また、各指標の算定結果には、「早期健全化基準」、「財政再生基準」等の基準値が設けられて  

おり、基準値を超えた場合には、財政健全化計画や財政再生計画を策定し、速やかに公表すると 

ともに、総務大臣・都道府県知事へ報告しなければならないこととされている。 

  

   

13.9 

14.6 

14.0 14.0 

12.2 
12.0 

11.7

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

公債費負担比率
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  ○令和３年度決算に基づく健全化判断比率等 

    

指  標 

亀山市の状況 国が定める基準（令和３年度） 

令和３年度 令和２年度 
      *1 

早期健全化基準 

      *2 

財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 
― 

（▲7.88％） 

― 

（▲6.74％） 
１２．８７％ ２０．００％ 

連結実質赤字比率 
― 

（▲25.08％） 

― 

（▲23.31％） 
１７．８７％ ３０．００％ 

実 質 公 債 費 比 率 

（単年度実質公債費比率） 

２．５％ 

（2.67147％） 

２．０％ 

（1.99845％） 
２５．０％ ３５．０％ 

将 来 負 担 比 率 
― 

（▲38.1％） 

― 

（▲34.8％） 
３５０.０％ 

 

資 金 不 足 比 率 
全会計 

資金不足なし 

全会計 

資金不足なし 
２０．０％ 

 

  

  *1 財政状況が悪化した状況において、自主的且つ計画的にその財政の健全化を図る基準 

    なお、公営企業の資金不足比率については、経営健全化基準 

  *2 財政状況の著しい悪化により、自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画

的にその財政の健全化を図る基準 

  * 「―」は、当該比率が生じていない（赤字が生じていない）ことを示す 

  

  （１）実質赤字比率 

実質赤字比率は、一般会計について、歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤字）を一般財源

の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除したものである。 

令和３年度の実質赤字比率は、実質赤字が生じていないため指標なし（－％）となっている。 

  

（２） 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、地方公共団体のすべての会計を合算し、歳出に対する歳入の不足額を  

一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除したものである。 

令和３年度の連結実質赤字比率は、連結実質赤字が生じていないため指標なし（－％）と   

なっている。 

  

（３） 実質公債費比率 

実質公債費比率は、一般会計等（一般会計及び特別会計の全会計に、一部事務組合や広域連合

も加えたもの）の支出のうち、義務的に支出しなければならない経費である公債費や公債費に  

準じた経費＊を、一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模を基本とした額（標準財政規模  

から元利償還金等に係る地方交付税の基準財政需要額算入額を控除した額）で除したものの  

３箇年の平均値となる。 
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令和３年度の実質公債費比率は、２．５％となり早期健全化基準である２５．０％に対しては、

余裕のある比率となっている。 

＊公債費に準じた経費 ・・・ 一部事務組合への公債費負担金や公営企業会計（病院・下水道）の元利   

償還金への一般会計繰出金 

  

（４） 将来負担比率 

将来負担比率は、一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債にあたる額 

（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負債の償還に充てることができる基金等を控除の

上、一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模を基本とした額（標準財政規模から元利償還金

等に係る地方交付税の基準財政需要額算入額を控除した額）で除したものである。 

令和３年度の将来負担比率は、将来負担比率が生じていないため指標なし（－％）となる。 

  

（５） 資金不足比率 

資金不足比率は、公営企業会計における資金不足について、公営企業の事業規模に対する比率で

表したものである。 

亀山市においては、公営企業会計法適用企業として「水道事業会計」、「工業用水道事業会計」、

「病院事業会計」、「公共下水道事業会計」、公営企業会計法非適用企業として「農業集落排水事業

特別会計」が算定対象となっている。 

令和３年度の結果は、 

   「亀山市水道事業会計」          資金不足比率 ―％ なし 

   「亀山市工業用水道事業会計」       資金不足比率 ―％ なし 

   「亀山市病院事業会計」          資金不足比率 ―％ なし 

   「亀山市公共下水道事業会計」       資金不足比率 ―％ なし 

   「亀山市農業集落排水事業特別会計」    資金不足比率 ―％ なし 

となり、全会計とも資金不足はなかった。 
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【参考資料】 

 

  

※標準財政規模・・・標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源規模を示す 

            （標準税収入額等 + 普通交付税 + 臨時財政対策債発行可能額） 

   ※実質収支額 ・・・歳入歳出の差引額から、継続費や繰越明許費に伴って翌年度へ繰り越すべき一般財源を控除

した額 

 

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

歳入 21,266,650 20,455,170 21,432,463 21,534,909 21,696,712 27,623,320 25,167,096

歳出 20,237,140 19,755,921 20,517,410 20,302,811 20,947,896 26,656,111 23,947,372

標準財政規模 12,835,300 12,933,932 12,905,926 13,168,471 12,790,434 13,297,126 13,887,299

実質収支額 968,363 330,521 677,095 1,018,229 653,751 896,918 1,095,004

0
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歳入・歳出・実質収支額・標準財政規模の推移

（
億
円
）

（
億
円
）

（
億
円
）

(千円）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

その他 4,823,160 4,862,909 4,937,692 5,006,030 5,075,491 5,152,235 5,188,694

減債基金 381,887 381,953 348,999 328,031 328,395 328,759 665,305

財政調整基金 4,268,607 4,000,400 3,504,377 2,974,699 2,809,277 2,384,354 2,377,084

基金残高 9,473,654 9,245,262 8,791,068 8,308,760 8,213,163 7,865,348 8,231,083
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120

一般会計基金残高の推移

（
億
円
）

(千円）
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

特別 442,552 397,504 422,883 395,552 388,723 379,594 398,218

普通 1,248,291 1,215,431 1,327,621 1,224,933 1,238,403 1,252,581 1,662,612

地方交付税 1,690,843 1,612,935 1,750,504 1,620,485 1,627,126 1,632,175 2,060,830

0

3

6

9

12

15

18

21

地方交付税の推移

（
億
円
）

（千円）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

その他 13,812,036 13,586,392 13,404,802 13,016,039 12,729,735 12,601,333 12,464,910

一般会計 17,015,283 16,419,604 16,284,745 15,938,808 15,658,760 15,770,678 16,086,169

市債残高 30,827,319 30,005,996 29,689,547 28,954,847 28,388,495 28,372,011 28,551,079

0
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市債残高の推移（全会計）

（
億
円
）

（千円）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

合併特例債 4,685,607 4,594,510 4,054,908 3,684,408 3,472,552 3,258,702 2,998,068

臨時財政対策債 7,386,701 7,332,369 7,617,441 7,687,127 7,618,380 7,941,710 8,532,796

その他 4,942,975 4,492,725 4,612,396 4,567,273 4,567,828 4,570,266 4,555,305
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140
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市債残高内訳の推移（一般会計）

（千円）

（
億
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   ※基礎的財政収支（プライマリーバランス）・・・公債費を除いた歳出と、地方債発行額を除いた歳入のバランスを

みるもので、政策的な支出を借金に頼らず、その年度の税収等でまかなわれているかを示す指標 

   ※算出方法・・・（歳入総額－繰越金－地方債発行額－財政調整基金及び減債基金取崩し額） 

                     （25,167,096－517,209－2,311,300－459,795） 

－（歳出総額－地方債元利償還額－財政調整基金及び減債基金の積立額） 

－（23,947,372－2,034,437－339,071） ＝ 304,928 

 

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

市債残高 17,015,283 16,419,604 16,284,745 15,938,808 15,658,760 15,770,678 16,086,169

借入額 1,691,300 1,448,500 1,993,000 1,790,800 1,513,300 1,913,100 2,311,300

公債費 2,216,122 2,177,589 2,233,894 2,220,687 1,858,271 1,850,777 2,034,437
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市債残高と公債費の推移（一般会計）

（
億
円
）

（千円）

（
億
円
）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

基礎的財政収支 434,787 130,687 △ 72,278 196,285 △ 303,368 △ 268,489 304,928

△ 4

△ 2

0

2

4
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基礎的財政収支（プライマリーバランス）の推移

（千円）

（
億
円
）


